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１．研究計画の概要 

本研究は、拡大途上にあるＣＳＡと衰退傾
向にある産消提携との差異を機能・構造的に
明らかにし、今日の産消提携の困難とその原
因を探求することを目的とする。同時に、地
域の資源循環を維持する仕組みとしての有
機農業と、地域が支える農業経営の育成装置
として展開するＣＳＡの形成・持続条件を明
らかにし、特にＣＳＡの形成における食品循
環資源の活用、つまり生ごみの堆肥化による
産消結合の有用性を明らかにする。そのため
に、下記の二点の解明が主課題となる。 
１）ＣＳＡと産消提携における主体条件・客
体条件の差異 
 有機農産物の市場流通体制が整備された
後のスイス・米国でＣＳＡが拡大し、有機Ｊ
ＡＳ制度による有機農産物の市場展開に並
行して産消提携が衰退を続けている日本と
ではその機能的差異は明らかである。産消提
携の理念・機能がＣＳＡにおいてどのように
受容されたかを分析することによって、なお
普及途上にあるスイスのＣＳＡと、衰退傾向
を続ける日本の産消提携との主体的もしく
は客体的条件の差異を明らかにする。このこ
とは、日本の有機農業展開の問題点を明らか
にするだけでなく、地方行政が取り組もうと
している「地域が支持する農業経営の育成」
においても有用な知見となる。 
２）ＣＳＡの形成条件の一つとしての食品循
環資源を利用した農産物の有効性 

コミュニティ視点からの産消関係の再構
築には、有機農業の有する資源循環機能が期
待される。食品廃棄物の生産地還流とその堆
肥化による有機栽培という産消連携の実践
は、長井市のレインボープラン、群馬県甘楽
町の有機農業研究会と東京都北区の学校給

食、埼玉県小川町の「ＮＰＯふうど」などが
知られているが、三重県の菜遊ファームでも
30 年にわたる実践が継続されている。これら
の事例において、いわば食品廃棄物のリサイ
クル農産物がどのように受容されるか、それ
による生産者と消費者との関係はコミュニ
ティ形成にどのように影響するかを明らか
にする。 
  
２．研究の進捗状況 

本研究の具体的課題の１つである「ＣＳＡ
と産消提携における主体・客体条件の差異」
については、有機農産物の市場流通体制が整
備されているスイス・米国でＣＳＡが拡大し、
有機ＪＡＳ制度による有機農産物の市場流
通の進展に並行して産消提携が衰退を続け
ている日本の現状を比較し、産消提携の理
念・機能がＣＳＡにおいてどのように受容さ
れたかについて比較分析を行った。 
現段階では、スイスのＣＳＡと日本の産消

提携との差異は、主体的条件として前者が組
織的に一体化された産消関係であること、ま
た客体的条件において、後者の消費者が直接
取引を行う際に契約関係になじまないこと
が明らかとなった。さらに、共同研究者であ
る野見山のアメリカＣＳＡ調査によって、ス
イス・アメリカにおけるＣＳＡ運営の差異と
共通性を産消提携との比較において分析す
る視点が得られ、次年度での産消提携におけ
るＣＳＡ的要素の受容可能性の条件的吟味
という課題が導かれた。 
いま１つの課題である「ＣＳＡの形成条件

の一つとしての食品循環資源を利用した農
産物の有効性」については、三重県の事例を
探索し、食品廃棄物のリサイクル農産物がど
のように消費者に受容されるかについて調
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査を行った結果、本年度においては①伝統的
朝市において内発的に行われている活動②
直売所を中心に生産者と消費者が新たに結
びつく事例③コミュニティ志向を伴わない
事例としての廃棄物事業者と農協・量販店に
よるリサイクルシステムの形成が把握され、
これらによる生産者と消費者の関係構築に
ついての可能性の検討が今後の課題として
明らかとなった。 

 
３．現在までの達成度：② 
これまでの調査によって、ＣＳＡは、産消

提携より後発であり、より現実適応が高いと
予想されたが、逆に、より原理主義的な産消
提携の運営方法を徹底する形が多く見られ
た。提携原理は生産活動支援のために消費者
により負担の大きい購買活動を強いるもの
であるが、そうした購買行動を継続している
要因は、有機農産物の流通環境という客観的
条件よりも、参加者の主体的な条件の差であ
るという仮定の下に実態調査を継続してい
る。こうした購買行動を維持するために、Ｃ
ＳＡもしくは産消提携は、消費者側の負担を
補填するための運営の仕組みを備えており、
実践現場における多様性も高いものである
ことを明らかにした。一方で、衰退傾向を続
ける日本の産消提携は、この消費者の購買行
動を支える仕組みの構築に失敗しているか、
もしくは仕組みの維持資源が不足している
ことが考えられ、当年度の到達段階としては、
後者を想定した今後の事例収集が必要であ
る。 

 
４．今後の研究の推進方策 

今後は、産消提携のシステム的な構造の分
析を通じて、現在、CSA を目指す活動に不足
しているシステム要素を抽出し、どのような
タイミングでそれらの要素を具備していく
かについての仮説を検証し、CSA の形成プロ
セスを描くことで等研究の取りまとめを行
いたい。  
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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